
平成２２年度　政府予算案（大阪府住宅まちづくり部関係）の決定内容
平成22年2月22日

大阪府
· ２月１日現在で国の各省庁からの情報により作成したものです。

【凡例　　（全）：全国枠予算、（国）：国費ベース、（事）：事業費ベース　】
	要望・提案事項
	概算要求状況
	予算内容等
	備　考

	１．公営住宅に係る制度の拡充

大阪府民の居住におけるセーフティネットとして、公営住宅ストックの効果的・効率的な活用を進めるため、以下の制度の拡充を図られたい。

(1) 地方裁量の拡大等による地域実情に応じた施策展開の推進

· 地域の需要に応じた公営住宅の再配置と円滑な更新を推進するため、以下のように制度拡充されたい。

· 非現地建替えや従前入居戸数での建替えについても、入居者への明渡し請求が可能となるよう、制度の整備を図られたい。
· 耐震性の低い公営住宅や、需要の低い公営住宅の用途廃止については、事業を円滑に進めるため、入居者の居住の安定を図った上で住棟単位での明渡し請求が可能となるよう、制度の拡充を図られたい。

· ＰＦＩ法を活用するなど設計施工を一括して発注する現地での従前管理戸数以上の建替えについても、入居者への明渡し請求が可能となるよう、制度の整備を図られたい。
· 障害者自立支援法におけるグループホームを身体障がい者についても利用対象とするよう省令案が示されていることから、身体障がい者のグループホームが、公営住宅を利用（目的外使用許可）して可能となるよう、制度の拡充を図られたい。
· 公営住宅の近傍同種家賃が市場家賃を的確に反映できるよう、現行の算定方法を見直されたい。
	※各制度拡充については、今後も引き続き、国に要望していく。
	

	
	· 公営住宅法に係る省令が改正され、身体障害者を対象とするグループホームについても公営住宅を活用することができるようになった。

平成21年10月1日より施行。
	

	
	―参考―

【国交省予算概算要求概要（抜粋）】

○ 高齢者・子育て世帯等に対応した住宅セーフティネットの充実

· 住宅対策

　（全・国）5,037億5,000万円

　 （（H21）6,266億1,500万円

　　（うち、地域住宅交付金　1,940億円））
	―参考―

【国交省予算概要（抜粋）】

○ 子育て世帯、障害者の居住安定確保に向けた取組みの推進

　 「公営住宅を身体障害者用グループホーム・ケアホームとして利用するための改修を支援する。」

【住宅局関係予算（決定）概要（抜粋）】

· 公営住宅等ストック総合改善事業の拡充

「公営住宅を身体障害者向けのグループホーム・ケアホームとして利用するための改良工事費を、助成対象に追加する。」

· 既存の「地域住宅交付金」は

「社会資本整備総合交付金（仮称）」

（（全・国）2兆2,000億円）に統合。

（（H21）地域住宅交付金　1,940億円）
	

	
	※今後も引き続き、国に要望していく。
	

	
	
	

	要望・提案事項
	概算要求状況
	予算内容等
	備　考

	１．公営住宅に係る制度の拡充

(2) 入居資格の拡充

· 難病を抱える若年単身者の自立の促進と居住の安定を図るため、公営住宅の単身入居資格へ「余儀なく単身となっている難病患者」を追加されたい。
· 子育てに適した環境の確保と、公営住宅のコミュニティ活性化促進のため、小学校就学の子どものいる子育て世帯についても入居収入基準を緩和されたい。
	· 平成21年12月15日に閣議決定された地方分権改革推進計画に基づき、公営住宅　　　　　　の入居者資格に関し、同居親族要件が廃止される見込み。
	

	
	【国交省予算概算要求概要（抜粋）】

○ 高齢者・子育て世帯等に対応した住宅セーフティネットの充実

　 「子育て世帯に対する家賃助成の対象世帯の拡大を図る。」

―参考―
· 住宅対策

　（全・国）5,037億5,000万円

　 （（H21）6,266億1,500万円

　　（うち、地域住宅交付金　1,940億円））
	【国交省予算概算要求概要（抜粋）】

○ 高齢者・子育て世帯等に対応した住宅セーフティネットの充実

【住宅局関係予算（決定）概要（抜粋）】

· 公営住宅制度における地方公共団体の裁量性の拡大

「平成21年12月15日に閣議決定された地方分権改革推進計画に基づき、公営住宅の整備基準及び入居収入基準を地方公共団体の条例に委任する等の制度の見直しを行う。」

―参考―

· 既存の「地域住宅交付金」は

「社会資本整備総合交付金（仮称）」

（（全・国）2兆2,000億円）に統合。

（（H21）地域住宅交付金　1,940億円）
	

	１．公営住宅に係る制度の拡充

(3) 耐震化の促進
· 耐震診断・改修に伴う事業費に対する地域住宅交付金の交付率の引上げを図られたい。
	※今後も引き続き、国に要望していく。
	

	１．公営住宅に係る制度の拡充

(4) 太陽光発電設備の設置の促進
· 低炭素社会の実現に向けて、公営住宅につける太陽光発電設備の設置を促進するため、地域住宅交付金に加えて、上乗せ補助制度の創設など支援制度の拡充を図られたい。
· 公営住宅においても現在検討されている電力の買取価格の倍額措置の対象となるよう関係省庁と調整されたい。
	· 平成21年11月1日より実施された「太陽光発電の新たな買取り制度」において公営住宅も倍額買取措置の対象になったことなどを踏まえ、今後の対応については検討していく。
	

	
	―参考―

· 住宅対策

　（全・国）5,037億5,000万円

　 （（H21）6,266億1,500万円

　　（うち、地域住宅交付金　1,940億円））
	―参考―

· 既存の「地域住宅交付金」は

「社会資本整備総合交付金（仮称）」

（（全・国）2兆2,000億円）に統合。

（（H21）地域住宅交付金　1,940億円）
	

	
	· 「エネルギー供給構造高度化法」（平成21年8月施行）に基づき、平成21年11月1日より「太陽光発電の新たな買取り制度」実施。（買取期間：10年間）
公営住宅も倍額買取措置の対象。
	

	２．公的賃貸住宅に係る制度の拡充

(1) 公社賃貸住宅・UR賃貸住宅のグループホーム等の活用
· グループホームとしての活用が可能な住宅が増加し、障がいのある人が地域の中で普通に暮らせる社会の形成のため、公社賃貸住宅、ＵＲ賃貸住宅について、社会福祉法人がグループホーム・ケアホームとして活用できるように制度拡充をされたい。
	· UR賃貸住宅のグループホーム活用について、実施に向けて調整中。その他の事項については、今後も引き続き、国に要望していく。
	

	２．公的賃貸住宅に係る制度の拡充

(2) 特定優良賃貸住宅の認定事業者の地位承継の緩和

· 特定優良賃貸住宅について、入居者の地位の保全、円滑な事業継続のため、認定事業者の地位の承継制度を緩和されたい。
	· 認定事業者の地位承継に関する運用については、平成5年7月30日付住宅局長通知により周知し、従来厳格な取り扱いとしていたが、今後は、都道府県知事の判断に委ねるとのこととなった。
	

	
	
	

	要望・提案事項
	概算要求状況
	予算内容等
	備　考

	３．住宅・建築物の耐震化の促進

住宅・建築物の耐震化が促進され、建築物の耐震改修の促進に関する法律に基づく基本的な方針に定められた平成27年度までの目標耐震化率9割を達成できるよう、以下の制度の充実を図られたい。

· 住宅・建築物安全ストック形成事業について、地域・建物要件の撤廃及び補助率の引上げを図られたい。
	· 一部の地域、条件の下で制度の拡充が行われたが、今後、要望内容について検討を行い、国に要望していく。
	

	· 
	【国交省予算概算要求概要（抜粋）】

· 公共交通インフラや住宅・建築物の
地震対策

「既存の住宅・建築物の耐震改修を加速するため特別の措置を講ずるとともに、耐震改修と併せて行う防火改修の促進措置を設ける。また、密集市街地の整備に係る支援措置を拡充する。」
―参考―

· 住宅対策

　（全・国）5,037億5,000万円

　 （（H21）6,266億1,500万円

　　（うち、地域住宅交付金　1,940億円））
	【国交省予算概要（抜粋）】

· 公共交通インフラや住宅・建築物の
地震対策

「既存の住宅・建築物の耐震改修に向けた取組に対して支援を行うとともに、密集市街地の整備を促進するため、防火改修と併せて行う耐震改修に対する制度を拡充する。」

【住宅局関係予算（決定）概要（抜粋）】

· 密集市街地で防火改修を併せて行う耐震改修に係る助成の強化
「密集市街地の住宅・建築物の耐震化・不燃化の促進を図るため、密集市街地において実施する住宅・建築物安全ストック形成事業について、助成対象に「防火改修に要する費用」を追加するとともに、延焼の危険性が高い建物で防火改修を併せて行う耐震改修に対する限度額の引き上げを行う。」
―参考―

· 住宅・建築物安全ストック形成事業

（全・国） 27億円　（（H21）190億円）

· 既存の「地域住宅交付金」は

「社会資本整備総合交付金（仮称）」

（（全・国）2兆2,000億円）に統合。

（（H21）地域住宅交付金　1,940億円）
	

	４．バリアフリー法の目標達成に向けた支援措置

高齢者、障がい者等の移動等円滑化を促進するため、「交通施設バリアフリー化設備整備費補助金」に関して、以下の措置を講じられたい。

· 全ての特定旅客施設（鉄道駅及び軌道停留場）の移動等円滑化が実施されるまで、バリアフリー法で定められている目標期限（平成22年）以降についても、当該補助金制度を継続されたい。
· 当該補助等に関する地方公共団体及び鉄道事業者の負担軽減措置を講じられたい。
	【国交省概算要求書（抜粋）】

○　公共交通機関のバリアフリー化の推進

「2010年までに1日の利用者数5,000人以上の駅を原則バリアフリー化する等、現行の基本方針に掲げる目標の達成に向けて、駅におけるエレベータ等の整備やノンステップバスの普及促進に取り組む。」
· （全・国）39億4,000万円の内数

（交通施設利用高度化等事業費補助金）

（（H21）交通施設バリアフリー化設備整備費補助金　43億5,000万円）
	【国交省予算概要（抜粋）】

○　公共交通機関のバリアフリー化の推進

「2010年までに1日の利用者数5,000人以上の駅を原則バリアフリー化する等、現行の基本方針に掲げる目標の達成に向けて、駅におけるエレベータ等の整備やノンステップバスの普及促進に取り組む。」
【鉄道局関係予算決定概要（抜粋）】

· 鉄道駅のバリアフリー化
（全・国） 39億4,000万円の内数
（交通施設バリアフリー化設備等整備費補助金）

（（H21）交通施設バリアフリー化設備整備費補助金　43億5,000万円）
	

	
	※今後も引き続き、国に要望していく。
	

	
	※今後も引き続き、国に要望していく。
	






























































2　／　3

